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放送事業者の事業環境
の変化について



「デジタル時代における放送の将来像と制度の
在り方に関する取りまとめ」での認識の環境整理
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出典：総務省「デジタル時代における放送の将来像と制度の在り方に関する取りまとめ（概要）」より



視聴者のスタイル、利用動向の変化
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出典：総務省公共放送WG第１回資料１－３参照

– 通信に利用できるデバイスの普及・多様化（スマホ、PC、タブレッ
ト等が利用される一方で、テレビもインターネットに接続できるも
のが50％を超える）

– 端末が個人化し持ち運びが容易になるだけでなく、通信サービス経
由でアクセスできるコンテンツの魅力が増加していることも影響し
ているのではないか



視聴者のスタイル、利用動向の変化
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出典：総務省公共放送WG第１回資料１－３参照

– ネット利用がテレビ利用と逆転し、このような傾向は今後変
わらないと考えられる

– ネット配信においては、（権利処理ができるかぎり）技術的
にはリアルタイム配信に限らず、見逃しやウェブキャスティ
ングなどのスタイルの提供も技術的に容易で、若年層を中心
にこのようなスタイルへの嗜好が高まってきている



民放事業者の事業環境 人口動態
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出典：総務省デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会（第1回）資料１－３より

– 人口減少が加速するとともに、地方における過疎化
の進展も極めて高い確度で進む

– ローカル局を中心に、視聴者となる住民自体が減少
し、より厳しい経営環境になると見込まれる



民放事業者の事業環境 広告収益の状況
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出典：総務省デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会（第1回）資料１－４より

– インターネット利用が増加する中、2020年の時点で、
インターネット広告がテレビ広告の収益を凌駕し、
テレビ広告収入は減少傾向になる



民放事業者の事業環境 広告収益の状況
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出典：総務省デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会（第1回）資料１－４より

– 広告収入減少の傾向、厳しさを増す経営環境の中で
全般として売上の現象、営業損益の悪化につながっ
ており、（資料には含まれないものの）令和３年以
後もより厳しい環境となっている



民放事業者の事業環境 広告収益の状況
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出典：総務省デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会（第1回）資料１－４より

– 特にローカル局などのなかでは、赤字の放送局も増加傾
向にある

– 見た目の貸借対照表、損益計算書等の状況に限らず、従
前からの含み益がある資産の活用で収益を確保したり、
また地元企業等からの出資（場合によっては自治体から
の出資）により債務超過を回避するようなケースも



民放事業者の自社制作比率
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出典：内閣府規制改革推進会議スタートアップイノベーションWG（令和4年3月22日）総務省提出資料

– 民放事業者においては、キー局、準キー局が制作する番
組を中心として編成がなされている

– 地域に根ざした情報の発信という意味では、ローカル局
等からの情報発信が増加することも重要と考える



放送事業者が放送の発信に要する費用
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出典：総務省デジタル時代における放送の将来像と制度の在り方に関する取りまとめ

– 広く世帯をカバーできる親局よりも、世帯カバー率
が小さい局の維持により一層のコストを要している

– 世帯数の減少が進む中で、サービスの損益分岐点が
変化してくることが想定される



民放事業者のネット配信業務
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出典：総務省デジタル時代における放送の将来像と制度の在り方に関する取りまとめ

– 民放事業者のインターネット配信もここ数年で大きく進
展してきており、2022年4月以降は各キー局がTverによ
り同時配信を実施

– もっとも、放送業務に比べると視聴状況は限定的



NHKの事業環境
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出典：総務省公共放送WG第１回資料１－３参照

– 国内では民間放送事業者とNHKとの二元体制とされ
ており、NHKにおける事業環境の変化や、民放との
連携関係の整理なども求められる



NHKにおける三位一体の改革
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出典：総務省公共放送WG第１回資料１－３参照

– NHKはネット配信対応に留まらない、業務・受信
料・ガバナンスの三位一体の改革が求められており、
放送法の改正、業務の見直し等も進められている



NHKのネット配信業務
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出典：総務省公共放送WG第１回資料１－３参照

– NHKのインターネット活用業務については、任意業
務（≠本来業務）としての位置付けで、200億円の年
間予算の制約下において実施されている



インターネット利用の浸透に伴う問題
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出典：総務省公共放送WG第１回資料１－３参照

– インターネット空間において、フェイクニュースの拡散
や、信頼性が乏しい情報への接触の機会も増加しつつあ
る

– パンデミックへの対応や、民主主義の過程への悪影響を
及ぼしうるような問題に繋がる場合の懸念も指摘され、
情報の信頼性の確保、違法・有害情報等への対応も重要
となる



インターネット利用の浸透に伴う問題
NHKの社会実証実験
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出典：総務省デジタル時代における放送の将来像と制度の在り方に関する取りまとめ

– NHKが放送番組等のインターネット配信の意義や
サービスニーズを検証するため、主にテレビを保有
していない者を対象とした放送番組等の配信を行う
社会実証を実施

– 情報の相対的な信頼性確保などにとって、今後参考
になりうる取り組みと考える



インターネット利用の浸透に伴う問題
プラットフォームにおける取り組みの状況
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出典：総務省デジタル時代における放送の将来像と制度の在り方に関する取りまとめ

– プラットフォームにおいても、放送事業者との連携
での情報の発信を行いつつ有る

– プラットフォームにおいても、信頼性のある情報の
配信を確保できることについては、有益な場合もあ
るのではないかと考える
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法改正等の動向と
課題整理のための取り組み



放送制度の整備に関する全体像
デジタル時代における放送制度のあり方
に関する検討会取りまとめの概要（令和４年８月）
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出典：総務省公共放送WG第１回資料１－２参照



放送制度の整備に関する規制改革推進会議
での議論の内容（令和２年）
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出典：内閣府規制改革実施計画資料集（令和２年７月）

– 規制改革推進会議の令和２年の体制以降は、ネット利用
を進めるための選択肢を与えるための論点整備に注力

– インターネットにおけるコンテンツ提供のために同時配
信等に係る著作権法の整備や、NHKと民放の協力を進め
つつ、民放・NHKの双方のネット配信を進めるための取
り組みを求めていた



放送制度の整備に関する規制改革推進会議
での議論の内容（令和３年）
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出典：内閣府規制改革実施計画資料集（令和３年６月）

– 令和３年に著作権法改正がなされたが、同時配信等の権
利処理円滑化と裁定制度の改善に関するもののみ

– ウェブキャスティングなどの場合についての整備も必要
であり、後述の簡素で一元的な権利処理方策と対価還元
の整備についてもフォローアップを行っている



令和３年著作権法改正 ー同時配信等の処理ー
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出典：内閣府規制改革推進会議投資等WG（令和4年3月15日）文化庁提出資料



簡素で一元的な権利処理方策と対価還元の制度
（文化庁が検討中の制度イメージ）
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出典：文化審議会著作権分科会法制度小委員会（令和４年度第2回）



放送制度の整備に関する規制改革推進会議
での議論の内容（令和４年）
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出典：内閣府規制改革実施計画資料集（令和４年６月）

– 全般としては、放送事業者の選択肢を作ることを後
押しする方向であり、総務省における現在の議論と
歩調が合ってきていると考える

– 多様かつ良質なコンテンツ制作が進むための方策が
整備されることも期待をしている



令和４年放送法改正の背景
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出典：総務省「放送を巡る諸課題に関する検討会」 第一次取りまとめ

– 令和４年放送法の背景としてNHKの三位一体の改革が重
要であることが確認され、「放送を巡る諸課題に関する
検討会」 開催後の重要論点となっている

– NHK・民放事業者の二元体制を維持しつつインターネッ
ト活用を進めるためには、NHK側の整理を進めながら、
民放事業者の業務展開が進むことが期待される



令和４年放送法改正の背景
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出典：総務省 学術雑誌『情報通信政策研究』 第 6 巻第 1 号電波法及び放送法の一部を改正する法律



令和４年改正放送法
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出典：内閣府規制改革推進会議スタートアップイノベーションWG（令和4年3月22日）総務省提出参考資料

– 受信料に関する整備を行うとともに、民放事業者との連
携について努力義務を規定した

– NHKについては、自らの放送業務だけでなく、民放も含
めた放送業界全体への貢献を求めるものと理解



デジタル時代の放送制度のあり方
ーマスメディア集中排除原則の見直しー
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出典：内閣府規制改革推進会議スタートアップイノベーションWG（令和4年3月22日）総務省提出資料

– マスメディア集中排除原則は、放送の多元性・多様性・地域
性の確保を求めるもの

– 一方で経営環境が厳しくなる中で、ローカル局の経営の選択
肢を増やす阻害要因となることは、政策の目的と効果が逆転
する結果も生じる可能性

– 認定放送持株会社については、利活用事例が極めて限定的で
あり、同方式を採用しない場合のマスメディア集中排除原則
の見直しがされている



デジタル時代の放送制度のあり方
ー放送対象地域の柔軟化ー
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出典：内閣府規制改革推進会議スタートアップイノベーションWG（令和4年3月22日）総務省提出資料

– 放送対象地域は、「同一の放送番組の放送を同時に受信できること
が相当と認められる一定の区域」であり県域ごとの設定がなされて
いたが、固定的費用の抑制の観点から、複数の放送対象地域におけ
る放送の同一化が要望されたもの

– マスメディア集中排除原則の見直しに加え民放事業者の選択肢を確
保するものであるが、地域情報発信を確保がより阻害される可能性
がある手法であるため、地域情報発信確保するための仕組を整備す
ることとした（例えば、地域情報発信に係る取組の見える化のため、
その計画や取組状況を当該放送事業者自らが公表すること等）



デジタル時代の放送制度のあり方
ー放送対象地域の見直しー
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出典：内閣府規制改革推進会議スタートアップイノベーションWG（令和4年3月22日）総務省提出資料

– 放送対象地域は、「同一の放送番組の放送を同時に受信できること
が相当と認められる一定の区域」であり県域ごとの設定がなされて
いたが、固定的費用の抑制の観点から、複数の放送対象地域におけ
る放送の同一化が要望されたもの

– マスメディア集中排除原則の見直しに加え民放事業者の選択肢を確
保するものであるが、地域情報の発信を確保がより阻害される可能
性がある手法であるため、地域情報発信確保するための仕組を整備
することとした（例えば、地域情報発信に係る取組の見える化のた
め、その計画や取組状況を当該放送事業者自らが公表すること等）



放送ネットワークインフラのあり方
ー小規模中継局等のブロードバンド等による代替ー
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出典：総務省デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会（第13回）資料４

– 小規模中継局等のブロードバンド代替による経営コストの削減についての方
針を検討

– 令和４年度以降も調査事業等を実施する予定であるが、IPユニキャスト方式
を採用した場合の方式については、「小規模中継局等でカバーされる受信世
帯も将来的に減少していくことを考慮すると、2040年にはミニサテ局の約
半数で経済合理性に期待ありと推計。ただし、本推計には、放送アプリケー
ションの費用や通信の費用の一部が含まれていない。また、ミニサテ局全体
の設置場所の特性が、試算のために抽出した130設備・地域の特性とは異な
る可能性があることに留意」との、導入が合理性があるとも考えられる暫定
的な報告がなされている



放送ネットワークインフラのあり方
ー小規模中継局等のブロードバンド等による代替ー

©Atsumi & sakai 2022

34

出典：総務省デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会（第13回）資料４

– ブロードバンド等の代替にあたっては、放送法におけるあま
ねく受信（努力）義務、地域制御、著作権等の権利処理など、
法的課題も残る

– 現時点で通信サービスにおける放送の定義を行うまでにない
現状からすれば、例えば、あまねく受診（努力）義務の履行
に際して、一定の条件を満たすブロードバンド代替等の利用
を許容するような制度も考えられるのではないかと考える



放送ネットワークインフラのあり方
ー共同利用型モデルについてー
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出典：総務省デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会（第10回）資料４

– 放送ネットワークインフラの保持については、現行制度
においてもハード・ソフト分離が許容されているが、利
用がされていない

– 特定の事業者等が、複数の地上基幹放送事業者のインフ
ラを管理する方式が検討されている

– この場面でも民放事業者とNHKとの連携についても議論
がされており、総務省も交えて検討が進められる予定



放送ネットワークインフラのあり方
ー共同利用型モデルについてー
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出典：総務省デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会（第10回）資料４

– 中継局については、ハード管理事業者の設立を、次回の
ミニサテライト局の更新時期（2026-2028年頃想定）を
目安に行うことも考えられる

– ハード事業者については、ガバナンス体制のあり方や新
技術の利用などのガバナンス整備が重要

– 放送免許との関係でも、新たなハード・ソフト分離の制
度が必要になると考えられる



放送ネットワークインフラのあり方
ーマスター設備のIP化ー
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出典：総務省デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会（第10回）資料４

– マスター設備についても、前述のハード事業者等の他事業者に委託
することや、自らが保有する場合でも、クラウドサービスを利用す
ることも考えられる

– 国内のサービスについては、要求水準が海外よりも高くなることも
想定されるが、いずれにせよ、コスト負担とサイバーセキュリティ
対策等の要請を考慮して、合理的に実施できるものとすることが必
要と考えられる

– クラウド化においては、金融分野等のように、具体的なガイダンス
などの整備も重要な課題になると考える



放送コンテンツのインターネット配信推進と
発表者の今後の施策に関する発表者の意見
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出典：総務省「デジタル時代における放送の将来像と制度の在り方に関する取りまとめ（概要）」より

– インターネット空間においても、放送事業者の制作するコンテンツの価値は一層重要になるとも考える

– 放送事業の環境が厳しくなる中、多くの放送事業者の事業の持続的発展のために、インターネット上に
放送コンテンツを提供するために、「攻めの戦略」として、インセンティブとなる取り組みを行ってい
くことが重要と考える

– 著作権等の権利処理ほか、民放事業者が利用できる制度整備だけでなく、民放事業者がプラトット
フォームでより視聴されるための方策など、適切に収益確保や、放送コンテンツの拡散が図られるよう
な枠組を整備することが重要な課題になると考える

– 視聴データのあり方についても、今後のインターネット配信での通信事業者との競争環境、視聴者の期
待などを踏まえて議論の整理を進めることが重要と考える

– NHKのインターネット配信のあり方も整備し、民放事業者との協力関係も構築しつつ、公共放送の制約
の中、公共放送であるからこそ発揮できる業務の推進を後押しする必要があると考える



放送制度の整備に関する全体像（再掲）
デジタル時代における放送制度のあり方
に関する検討会取りまとめの概要（令和４年８月）
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出典：総務省「デジタル時代における放送の将来像と制度の在り方に関する取りまとめ（概要）」より

– 個別施策の議論も進んでいるが、電波の独占利用という状況が崩れる中で、振り返って、デジタル時代
の放送の意義・役割を考えることも重要（発表者としては、放送事業者のような適切な編集・考査の機
能を有するコンテンツの価値自体は一層重要性を増すべきではないかと考える）

– 前提として、情報空間全体での情報発信に関する積極的に流通を図るべき情報と、不適切な拡散を抑止
するべき情報を議論し、施策を施す場合にはその実効性も含めて十分に検討することも重要であると考
える

– 公共放送と民間放送事業者は一長一短があるが、相互に補うことにより、情報空間の価値を向上しうる
ものであるが、通信コンテンツにおいては、それぞれの役割が少しずつ変化するのではないかと考えら
れ、今後の親会、公共放送WGなどでの重要な検討課題になると考える



ご清聴ありがとうございました。
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